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■地域での効率的・質の高い医療の確保
○病床の機能分化・連携
・ 病床機能報告制度、地域医療構想（ビジョン）

「協議の場」

○有床診療所等の役割の位置づけ
・ 患者が住み慣れた地域で日常生活を営むことができるよ
う、在宅への円滑な移行、在宅医療の提供、急変時の入院
対応、その他地域で必要な医療を確保

○在宅医療の推進、介護との連携
・医療計画の策定サイクルの見直し（5年→6年。在宅
は3年ごとの中間見直し）

・医療計画での在宅医療、介護連携の記載充実

■地域包括ケアシステムの構築
○地域支援事業の充実
①在宅医療・介護連携の推進 ②認知症施策の推進
③地域ケア会議の推進 ④生活支援サービス充実・強化

○全国一律の予防給付（訪問介護・通所介
護）を市町村が取り組む地域支援事業に
移行し、多様化

○特別養護老人ホームの「新規」入所者を、
原則、要介護３以上に重点化
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■医療・介護従事者の確保（抄）
○地域医療支援センターの機能の位置づけ
○医療機関の勤務環境改善
○看護師等免許保持者のナースセンター届出制
○介護従事者の確保

（新たな基金による対応、27年度介護報酬改定で検討）

厚生労働省資料を大幅に改変、簡略化したもの

医療・介護の整合的な計画の策定と、医療・介護を対象とした財政支援制度

地域の様々な医
療・介護資源を把
握し、適切にコー
ディネートでき、ワ
ンストップで患者・
要介護者や家族に
対応できる人材養
成が重要

医療・介護のシームレスな提供体制の構築
～政策・制度の全体像～



医療・介護のシームレスな提供体制の構築
〜実現のための３つの施策の柱〜
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１．医療・介護の総合的な窓口機能
〜ワンストップで多様な相談・問題に対応〜

２．人材の養成と確保
〜多職種連携・勤務環境改善〜

３．住民・地域・行政への周知
〜双方向のコミュニケーション〜

健康のこと、介護のこと、悩みごと…
何をどこに相談したら良いのでしょうか？

様々な高齢者支援サービスがあるけれど、
どういう時にどこに行けば良いのかな？

この施設は働きやすいので、
ここで地域に貢献していきたいです。

この地域の医療・介護のリソースは
私がコーディネートできます！

住民の私たちも参加して、
地域の医療・介護体制を作りたい。

私たちにも、どういう時に情報を
共有すれば良いか教えてください。
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１．医療・介護の総合的な窓口機能
～ワンストップで多様な相談・問題に対応～

例：鶴岡地区医師会在宅医療連携拠点事業室「ほたる」のリーフレット

• それぞれの地域の事情を踏まえ、
• 様々な医療・介護資源を把握し、
• それらを適切にコーディネートし、
• ワンストップで患者・要介護者や家族の
問題・相談に対応できること

Point 1：求められる機能

Point 2：実施主体について
新たな機関（ハコモノ）を作るのではなく、新たな機関（ハコモノ）を作るのではなく、
既存の資源（地域医師会、地域包括支援セ
ンター等）を活用すべきではないか。

Point 3：連携すべき資源例
地域医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護
協会・各職能団体、病院団体等
在宅療養支援診療所・病院
訪問看護ステーション
居宅介護支援事業所
通所型・入居型介護施設
歯科診療所、薬局
後方支援病院（地域医療支援病院） など
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（参考）

板橋区医師会在宅医療センターは、板橋区医師会の在宅関連機能を集約した組織である。
板橋区医師会高島平訪問看護ステーション
板橋区医師会在宅ケアセンター（居宅介護支援事業所）
高島平おとしより相談センター（板橋区高島平地域包括支援センター）
療養相談室（在宅医療連携拠点事業）
地域包括支援センターと在宅療養相談室との連携により、医療・介護のワンストップサービスを提供すること
が可能となった。病気を持ちつつも可能な限り住み慣れた地域で自分らしく暮らすことを支えるため、医療と
介護が連携をし、包括的かつ継続的な在宅医療の提供に取り組んでいる。
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２．人材の養成と確保
～多職種連携・勤務環境改善～
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養成

採用

教育

連携
（多職種・多施設）

離職防止

医師の養成における「地域包括ケア」の視
点の必要性

「地域包括ケア」に対応した医療専門職
（特に看護師・准看護師）の養成

医療専門職の地域偏在の防止・解消
復職・再就職の支援（マッチング・再教育）

独自に採用活動をする余裕のない小規模
施設の採用支援

医師・医療専門職の生涯教育医師・医療専門職の生涯教育
小規模施設に勤務する医療・介護職の継
続教育の機会創出
地域の抱える課題に関する教育の実施
「単純労働力」から「専門職」へのシフトを
見据えたキャリア開発
地域の様々な医療・保健・福祉・介護資源
を繋ぐコーディネーターの育成と配置
地域の医療・介護関係者の「顔の見える関
係」のプロデュース

医療・介護職の勤務環境の改善
医療・介護職の離職防止・定着促進
各施設におけるマネジメントの改善・向上

医学教育・医師養成への提言
医師会看護職養成所の運営

地域医療支援センターへの関与
（人材マッチング・偏在の解消）

医師会病院等での研修
（地域の医療者の継続教育・資質向上）

地域ケア会議への参加・関与

連携コーディネート人材の養成
（文部科学省委託事業：多職種連携→次頁）

勤務環境改善支援センターへの関与
（労務管理の向上・離職防止）

↓主な医師会の活動（一例）↓

生涯教育制度の運営、研修実施
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文部科学省委託 成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業

診療所・中小病院で働く医療者の
「多職種連携力」を高める教育プログラム開発事業①

のモデル、

特に看護職を対象に、地域の様々な医療・介護資源を
把握し、適切にコーディネートでき、ワンストップで
患者・要介護者や家族に対応できる人材養成のモデル、
研修プログラムづくりを目指す取り組み

課題 解決手段

• 診療所・中小病院は、急性期医療と在宅医
療を繋ぐ機能を担い、高い連携機能を求め
られているが、そこで働く医療者の多職種連
携に対する意識はあまり高くない。

• 診療所・中小病院で働く医療者の教育機会
の不足がある。

• 地域医師会・医師会病院・医師会看護職養
成所などで、多職種連携教育を行う体制が
整っていない。

• 診療所・中小病院の連携機能を高めるため
に、地域医師会を中心に、多職種連携に関
する現職教育体制を整える。

• 医師会看護職養成所でも学生および現職に
対する多職種連携教育を実施する体制を整
える。

• 診療所・中小病院で働く医療者の教育・研
修のプログラム及び達成目標を作り、普及
を図る。

（参考）
受託団体：日本医師会
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文部科学省委託 成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業

診療所・中小病院で働く医療者の
「多職種連携力」を高める教育プログラム開発事業②

（参考）
受託団体：日本医師会

【アンケート調査の実施：計300箇所】
・地域医師会（研修・連携体制整備等の実施状況）：100
・医師会看護職養成所（連携教育の実施状況）：100
・医師会病院（現職研修・地域向け研修の実施状況）：100

【実地調査・ヒアリング調査の実施：計14箇所】
・医師会病院・看護学校等における連携教育への取り組み状況
・多職種連携を推進するための阻害要因の把握
・地域医師会による連携促進の先進事例紹介

【地域医師会・医師会病院での研修会試行】
・医師会病院における地域の医療・保健・福祉関係職向け研修会の実施
・医師会看護職養成所の看護教員向け研修プログラムの作成

▶上記調査・試行の結果を踏まえ、教材・プログラム開発の方針を検討。

取組内容 (平成26年度)

成果の活用・ロードマップ

• 調査・実態把握
• 教育プログラムの
プロトタイプ作成

• 教材・プログラムの
改善に向けた検討

• 教育プログラムの
実証

• 教材の体系的開発
• 教員／教育担当者
向けの研修開発

• 教育プログラム及
び教材の完成

• 全国的な普及啓発
• 持続可能なシステ
ム構築への取組

• 本会の独自事業と
して、開発したプロ
グラム・教材を使い、
継続的な教育実践
を行う

VISION
多職種連携のコーディネーターを

カリキュラム認定を受けた教育機
関が育成し、公益団体（日医等）が
資格認定を行う。この認定を受け
たコーディネーターが、各地の「ワ
ンストップ相談窓口」で連携・調整・
研修等の業務を主導する。



３．住民・地域・行政への周知
～双方向のコミュニケーション～
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ワンストップ機能を住民・患者・家族等にPRし、信頼関係を築く必要がある！

住民・患者・家族・地域との
コミュニケーションの機会創出

○市民公開講座（例：東京都板橋区→右図）
療養情報の提供
エンドオブライフの啓発
地域力（自助・共助）の強化
寸劇：退院前カンファレンス実演

○市民参加の「相談窓口の在り方」の検討

○医療系学生等と連携した啓発活動

○地域の祭り・イベント等へのアウトリーチ

○学校・公民館等の他機関との連携活動

などが考えうる。




